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講演４．鉄道製品の調達と

 
鉄道認証室 ※渡邉 朝紀 

 
１．はじめに 

RAMS 規格 IEC 62278 (鉄道分野－信頼性、アベ

イラビリティ、保全性、安全性（RAMS）の仕様と

実証) は、2002 年に発行され、現在では海外にお

ける鉄道関係の調達では欠かせない規格となって

いる。国内の商習慣とは異なる海外でビジネスを行

う企業は、国内における契約との様々な違いととも

に、この規格に対応していくことが必要である。 
交通安全環境研究所鉄道認証室では、鉄道製品の

国際展開に対する取組として、鉄道製品認証を担当

しており、IEC 62278 に対する認証に取り組んでい

るところである。 
本講演では、この規格の歴史的経緯、及び海外で

発生している鉄道製品の調達に関わるトラブル、最

近の RAMS 規格改定の動向について紹介する。 
 

２． 規格の歴史的経緯

２．１．米国における経緯 
米国の場合、1970 年代から信号保安装置の調達

で、都市鉄道の安全性や信頼性の確保が議論された

ようである。1976 年に米国議会が都市鉄道の保安

装置や自動運転について調査を行っている 1)。1965
年から 1974 年の間に、35 件の列車衝突と 52 件の

脱線があった。列車衝突のすべてと脱線の 3 分の 2
はヒューマンエラーによるものであった。この調査

分析から列車防護として、ATC(ATP(自動列車防護

装置)を含む自動制御装置)が、手動方式より優れて

いることが確認され、ATP に起因する事故件数もサ

ンフランシスコの BART(湾岸高速鉄道 )の初期

(1972 年)の一つだけであった。事故内容は、車上速

度制御装置の水晶発振器の故障により、列車が駅に

進入するも速度が上昇して、線路端を逸脱したもの

であった。一方で、BART は車上装置の故障で、1974
年 5 月〜1975 年 1 月まで保有する列車のうち、ほ

ぼ半分しか営業使用できなかった。ここに複雑な制

御装置の信頼性等がクローズアップされることと

なった。 
1974年 DOT (米国運輸省)の交通システムセンタ

ーは、ATC の調査から、複雑な制御装置において

full-safe design は実際には不可能であり、保安装

置の安全性は、安全の確かさの確率を受け入れ可能

なレベルにできるかに帰着するとしている。 
また同時期に米国運輸安全委員会(NTSB)が、従

来の fail-safe approach に加えて、total system 
safety を提唱しており、FTA(フォールトの木解析)
から安全にクリティカルな部品を見出すこと、冗長

性の確保などを挙げている。 
これらを受けて鉄道事業者は、Reliability, 

Maintainability and Availability 問題に、ますます

関心を持ち、それらの仕様に取り組むようになった。 
1981 年に APTA(米国公共輸送協会)から「都市鉄

道装置の RAM 仕様ガイドライン」が発行された 2)。 
なお、国内メーカの技報には「’83 年に受注した

ボストン MBA 向け LRV の仕様書で、安全性解析、

信頼性試験、保全性チェックリストなどが求められ

たのが黎明期といえる。その後の海外案件ではこの

RAMS 活動要求が当たり前のものとなり、」との記

述がみられる 3)。 
２．２．製造物責任法による影響 4) 

欧州では、1960 年代のグリュネンタール社の催

眠鎮静薬によるサリドマイド事件や 1974 年のマク

ドネル・ダグラス社製トルコ航空機墜落事件を契機

として、製造者に対する厳格責任の導入の声が高ま

り、1968 年ごろから欧州委員会において製造物責

任(PL)に関する草案の検討が開始され、紆余曲折を

経て 1985 年に PL 指令(欠陥製造物に対する賠償責

任に関する加盟国の法律、規制および行政規定の等

質化についての EC 閣僚理事会指令)が成立した。

この指令の主な内容は以下のとおりであり、3 年以

内に国内 PL 法を制定することを加盟国に要請して
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いる。 
・被害者は損害の発生、欠陥の存在、因果関係の立

証責任がある。(従来と異なり、被害者によるメー

カの責任の立証が不要となった) 
・賠償金額の上限: 多数の加盟国で上限なし。 
・製造業者が製造物責任を問われない場合は、(a)
流通させなかったこと、(b)流通時点では欠陥がなか

ったこと、(c)販売目的で製造されたものでなかった

こと、(d)規制当局の指示で欠陥が発生したこと、(e)
当時の科学的・技術的水準では、欠陥の発見は不可

能だったこと(開発危険の抗弁)、(f)部品の場合、完

成品側の設計に欠陥があったこと、のいずれかを製

造業者が立証できた場合である。 
なお、米国では、多数の PL 訴訟があり、製造業

者としては、安全度を高めて PL 訴訟を避けるため

に、構成管理や安全性解析、リスク管理が重要とな

った。 
２．３．鉄道におけるセーフティケースの経緯 

セーフティケースを鉄道に導入したのは英国で

ある 5)。Safety Case の語は、ある組織が危険を伴

う活動(Hazardous Activity)をしようとすれば、そ

れを安全に遂行することを立証しなければならな

い(must make a case that it will do so safely)とい

うことからきている。1971 年に原子力で、1984 年

に Control of Industrial Major Accidents Hazards 
Regulations (CIMAH)で導入された。監督官庁は産

業安全を担う Health and Safety Executive (HSE)
である。 

1993 年の英国の鉄道法で、英国国鉄は、軌道と

信号を保有する Railtrack 社、30 の列車運行会社な

どに分割された。 
鉄道の safety regulator(安全規制庁)は、1840 年

以来永らく HM Railway Inspectorate (HMRI)で
あったが、1990 年に HSE に移管された。民営化に

当たって HSE から安全確保体制について提言がな

され、1994 年に Railway Safety Case Regulations
が導入された。 

この規則により、英国では infrastructure 
controller と railway operator はセーフティケース

を作成し、それが他者(operator の場合、infrastruc- 
ture controller)に受け入れられるものでなければ

ならなくなった。なお、セーフティケースには、(a)
安全施策、(b)起こり得るリスクの評価、(c)安全管

理システムの記述が含まれる。 
２．４． の開発と国際規格化 

上述のように、鉄道事業者、製造業者とも鉄道運

行や製品の安全性・信頼性が確実であることの証明

が必要になってきており、そのための規格のニーズ

が高まっていた。そして 1993 年より RAMS の欧州

規格 EN 50126 の開発が始まった 6)。1995 年には

原案である prEN 50126 が公開され、直ちに実際に

使用されたようである。前出の技報には「本 KCRC 
(香港地下鉄)案件では…当時まだ prEN 50126 とし

て規格化準備段階の欧州仕様に則ることを要求さ

れるなど、それまでの案件とは比較にならないほど

厳格な取り組みを余儀なくされた。」との記述があ

る 3)。EN 50126 は 1999 年に発行された。 
この欧州規格はそのまま国際規格案として、2001

年に IEC(国際電気標準会議) TC9(鉄道電気設備専

門委員会)に提案された。日本は TC9 の年次総会で、

国際規格として義務化することに反対意見を述べ

たが、この時ばかりは、短時間で多数決により採択

された。当時の会議でドイツ代表は「欧州内のさま

ざまな意見を抑えて、やっとまとめあげた規格案だ、

日本の言い分を少しでも聞き入れたら、忽ち蜂の巣

をつついたようになり、瓦解してしまう。」と発言

していた。このような訳で欧州規格 EN 50126 がほ

ぼそのまま IEC 62278 となり、翌 2002 年には国際

規格として発行された。 
IEC 62278(EN 50126)には、製品やシステムのラ

イサイクルの各段階において、RAM 活動と Safety
活動について実施すべきことが、項目として列挙さ

れているのみで、活動の具体的な深度や、どのよう

な文書群を作成すべきかについては、明示されてい

ない。そこで保安装置などの電気電子装置のセーフ

ティケースに関し欧州規格 EN 50129、ソフトウエ

アの安全性に関し EN 50128、安全関連伝送に関し

EN 50159-1、 EN 50159-2 が作成され、それらが

国際規格 IEC 62425、IEC 62279、IEC 62280-1、 
IEC 62280-2 として、それぞれ発行された。 
 

３．海外における鉄道製品調達のトラブル 
上記の経緯のとおり、鉄道運行や製品の安全性・

信頼性が確実であることを証明するための RAMS
規格が成立した後も、欧米においては、鉄道製品の

調達をめぐるトラブルが絶えない。幾つかの例を述
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べる。 
３．１．  7),8) 

2001 年に鳴物入りで登場したディーゼル式高速

振り子列車 ICE TD(20 編成)は、車体傾斜装置など

で重篤なトラブルが頻発し、2003 年に運用中止と

なった。ドイツ鉄道が全車両をシーメンスに返却す

るとのニュースが流れたが、その後シーメンスが高

速列車 1 編成を寄贈することで決着した。その列車

は営業用ではなく、製品を試験する列車とのこと。

2008 年には、次項の IC 4 で悩むデンマークに一部

が貸し出されている(13 年間)。 
３．２．

2002 年にデンマーク国鉄は、4 両編成の気動車

IC4 を 83 編成、アンサルドブレダに 50 億クローネ

で発注した。最高速度は 200km/h。2006 年 1 月 1
日営業開始予定だった。しかし 2005 年 8 月に運転

試験を開始するも、安全性で不満足な結果となり、

試験延期となった。保安装置と関連ソフトウエアが

問題とのことであった。メーカが 2.5 億クローネを

補償として支払った 9)。更に 2007 年 6 月に営業試

用を開始するも、2008 年 3 月に技術上の理由で中

止となった。排気の悪臭で乗務員が乗務を拒否した

という。8 月から試用を再開し、12 月から営業に供

された。当初計画の併結運転ができないので、年末

年始の多客期に使用できなかった。デンマーク国鉄

は、2009 年 5 月までにまともに機能する 14 編成を

営業に使えなければ、50 億クローネの契約はキャ

ンセルするとメーカに最後通告した 10)。デンマーク

国鉄の話では、納入された 5 編成の機能はとても満

足できるものではなく、トラブルシューティングの

ために技術要員を新たに配置する必要があった。紆

余曲折を経て 2013 年に全編成納入されたが、トラ

ブルが多く、2016 年末にデンマーク国鉄は、コン

サルティング報告を受けて、2024 年までに順次廃

車にすることを決定した 11)。 
３．３．

2004 年オランダ高速鉄道とベルギー国鉄は、合

わせて 19 編成の高速列車をアンサルドブレダに発

注した。当初は 2007 年に納入される予定だった。

ベルギー側の安全当局からの認可がおりなかった

が、ようやく認可されて 2012 年 12 月にブリュッ

セル〜アムステルダム間の運行を開始するも、車体

下部に付着した雪が原因で車両機器の破損が発生

するなどトラブルが相次ぎ、運行許可が取り消され、

2013 年 1 月 17 日から全列車の運行が停止された。

ベルギー国鉄は、2013 年 5 月 31 日に、「設計・製

造において信頼性と安全性の観点から根本的な欠

陥がある」とのコンサルタントの指摘を受けて、発

注をキャンセルした。6 月 7 日にはオランダ高速鉄

道も発注をキャンセルした。13) 
３．４．Ｓバーン

2013 年 3 月、ドイツ鉄道は、ベルリンの S バー

ン用車両(愛称名 TALENT 2)に関し、ボンバルディ

アに対して 4.68 億ドルの損害賠償請求の訴訟をベ

ルリンの裁判所に申し立てた。これは、車軸・車輪

の設計変更・交換にかかった費用で、ブレーキシス

テムと主電動機の調整分も含まれる。話し合いがつ

かないので、訴訟を起こしたとのことである。この

ほか、他の車両に関してベルリンとミュンヘンで

2.14 億ドル賠償請求の訴訟も起こしている。2015
年 3 月の報道によると両者は、複数の訴訟で和解し

た。和解内容は公表されていない 15)。 
３．５．トロント路面電車

トロント市交通局 TTC とトロント周辺地域の交

通を担うメトロリンクスはボンバルディアとそれ

ぞれ、2009 年に 204 編成(12 億カナダドル)、2010
年に 182編成(7.7億カナダドル)のLRV 調達契約を

結んだ。トロント市の場合 2015 年 1 月時点で予定

した 43 編成に対し、3 編成しか営業投入されてい

ない。車椅子乗降のための設計不具合、部品の遅配、

配線接続誤り、車体溶接の稚拙、訓練するとすぐや

めてしまう溶接工などが指摘されている。ボンバル

ディア幹部の報酬返却、メトロリンクスによるアル

ストムとの別途契約、両者の応酬などが起きており、

刻々と事態が進んでいる。 
 

以上欧米では、RAMS 規格が成立した後も、鉄

道製品の調達で大きなトラブルが発生している。し

かも何れも欧米の契約を熟知した発注側と主要メ

ーカの間で起きている。今後海外企業とのやりとり

は増えると予想されるが、百戦練磨の彼らでさえ、

互いに持て余していることに、国内の関係者は留意

することが必要と思われる。 
 

４．鉄道製品調達の内外の相違 
鉄道製品、例えば鉄道車両の場合、国内では一般
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的に鉄道会社は鉄道車両全体を鉄道車両メーカに

発注するのではなく、主要部品を鉄道会社が自ら調

達し、それを鉄道車両メーカに支給する。鉄道会社

が鉄道車両メーカに発注するのは、車体の製作と部

品のぎ装である。このような発注形態は程度の違い

はあれ、国内のインフラビジネスに共通である。 
欧州では、過去に鉄道車両を車体と電気品との二

つに分けて発注する形態もあったが、現在では欧州

のみならず海外では一般に、鉄道車両あるいは鉄道

システム全体が一括して発注される。この場合、受

注したメーカはシステムのとりまとめをするシス

テムインテグレータである。 
国内ビジネスでは、メーカがシステムインテグレ

ータとなることはないので、海外での受注活動には、

複数企業がコンソーシアムを作るなど国内と異な

る取り組みが必要となっている。 
 

５．最近の RAMS 規格改定の動向 
現在 RAMS に関連する国際規格として、IEC 

62278 (RAMS 一般)、IEC 62425(セーフティケー

ス)、 IEC 62279(安全関連ソフトウエア)、IEC 
62280(安全関連伝送 )、IEC/TR 62278-3(車両の

RAM)、IEC/TR 62278-4(RAM リスクと RAM ライ

フサイクル)がある。 
以前から RAMS 規格の体系化の動きがあるが、

IEC TC9 の場では欧州側は、欧州規格として変更

が完了してから、国際規格として提案するとの立場

である。近々国際規格としての提案が予想される。 
欧州での審議状況を見ると、EN 50126-1(IEC 

62278にほぼ対応)とEN 50126-2( 安全へのシステ

ムアプローチ)が承認され、エディトリアルな変更

がなされているところである。また prEN 50129 
(IEC 62425 に対応する欧州規格案)が照会段階で、

2018 年に承認される予定となっている。 
以上から、発行間近の欧州 3 規格に対応して、欧

州から IEC 62278 と IEC 62425 の改定、及び IEC 
62278-2 の新規作成が提案されるものと予想され

る。このほか技術報告となっている IEC/TR 
62278-3 と IEC/TR 62278-4 の動向を注視する必要

がある。特に IEC/TR 62278-4 は日本提案であり 5)、

IEC 規格とすることが望まれる。 
 
 

６．まとめ 
RAMS 規格の歴史的経緯、海外で頻繁に発生し

ている鉄道製品の調達に関わるトラブル、最近の

RAMS 規格改定の動向について述べた。 
今後、RAMS 規格の改定が進むにあたり、これ

に適切に対応できるか否かが国際展開の鍵になる

かと思われる。交通安全環境研究所鉄道認証室は、

RAMS 規格への対応を含め、国際展開支援への努

力を継続する所存である。鉄道業界の様々な方々並

びに関係機関のご指導、ご協力をお願いする。 
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